
開開 催催 日日 時時 配 信 日 ： 月 日（木）、 月 日（金）、 月 日（水）

配 信 時 間 ： 各日とも ： ～ ：

募募 集集 人人 数数 各日とも 名

＜主 催＞ 一般財団法人建築保全センター
＜後 援＞ 国土交通省 一般社団法人公共建築協会 一般財団法人建築コスト管理システム研究所
＜協 賛＞

法令に定められた定期の点検だけではなく、現場の施設管理者が日常的
に建築物の劣化状況を判定し、必要な場合には速やかに適切な対応を取
れるよう、多くの図表や写真を交えて分かりやすく解説します。

＜＜使使用用テテキキスストト＞＞
・国の機関の建築物の点検・確認ガイドライン【令和５年版】
・施設管理者のための建築物の簡易な劣化判定ハンドブック【令和５年版】

国、地方公共団体、独立行政法人等の官公庁施設のストックは膨大にあり、建築後 年、 年を経過して老朽化が進んで
いる建築物も多く、それらの適正な保全が課題となっております。外壁の落下や火災の拡大による死傷事故など、建築物の
不具合が原因となる事故も発生しており、建築物を良好な状態に維持し、利用者に安全で快適な環境を提供することは施設
管理者の責務であります。
建築基準法では第 条に基づく定期報告等制度において、点検等の詳細な項目、その方法及び結果の判定基準が国土交
通省告示により示されております。また、国の機関の建築物に対しては、官公庁施設の建設等に関する法律により、建築基
準法と同様な点検について、対象施設を拡大して義務づけるとともに、「国家機関の建築物及びその附帯施設の保全に関す
る基準」を告示として示し、施設に支障のない状態の定期的な確認を求めています。
一般財団法人建築保全センターでは、これらの専門的な内容を平易に解説した実務的な図書として、「国の機関の建築物
の点検・確認ガイドライン」を従来から発行しており、法律や関係告示の改正にあわせて改訂を行っております。この度、令和
５年４月施行の改正内容を反映した同書の令和５年版を発行する運びとなりました。
また、これらの法令に定められた定期の点検だけではなく、現場の施設管理者が日常的に建築物の劣化状況を判定し、必
要な場合には速やかに適切な対応を取ることも、安全で便利な施設を維持するために重要なことです。公共建築物の施設管
理者の多くの方々は、事務系職員であるため、技術的な専門用語について平易な解説を加え、劣化判定の準備から記録、そ
の後の対応までの一連の作業を支援するものとして「施設管理者のための建築物の簡易な劣化判定ハンドブック【平成３１年
版】」も発行しておりました。今般、本書をさらに使いやすくするため、大幅に構成を見直し、新たな解説を加えて改訂を行った【
令和５年版】を発行いたします。
建築物を良好な状態に維持していく上で必要な知識と情報を提供し、官公庁施設のみならず、一般の建築物の保全業務の
指針として役立てることは重要な課題であり、多くの関係者が、これらの図書を活用していただき、適正な保全業務が図られ
ますよう、講習会を開催いたします。 関係者の皆様には多数ご参加下さいますようご案内申し上げます。

一般財団法人建築保全センター
理 事長 奥田 修一

●この講習会は、継続能力／職能開発研修に参加しようとする建築士、建築設備士及び建築施工管理技士の 「建築ＣＰＤ
情報提供制度」のプログラムに認定されています。また、国土交通省後援講習会として「営繕業務関係特別認定講習会」
（ポイント加算対象）にも認定されています。

●この講習会は、「認定ファシリティマネジャー（ ）資格者」の「更新講習Ｂ方式ポイント対象セミナー」に認定されています。

建建築築物物のの点点検検・・確確認認及及びび簡簡易易なな劣劣化化判判定定手手法法（（令令和和 年年版版））
講講習習会会ののごご案案内内

講講 習習 会会 日日 程程

講講 習習 会会 ププ ロロ ググ ララ ムム

予定

時間 講義内容
～ ： あいさつ
～ ： 建築物の点検・確認
～ ： 休憩
～ ： 劣化判定

一社 建築設備技術者協会
全国ビルリフォーム工事業協同組合
公社 全国ビルメンテナンス協会
公社 日本建築家協会
一社 日本建築学会
公社 日本建築士会連合会

一社 日本建築士事務所協会連合会
一社 日本設備設計事務所協会連合会
一社 日本ビルヂング協会連合会
公社 日本ファシリティマネジメント協会
公社 ロングライフビル推進協会



当財団のホームページ からお申込みください。

参加申込フォームに必要事項を入力し、送信してください。申込完了メールを自動送信いたします。

申込完了メールが届かない場合にはご連絡ください。また、右の コードからもアクセスできます。

＜＜申申込込締締切切＞＞

月 日（水） ※定員になり次第、締め切らせていただきます。

（テキスト等発送の都合により、 月 日 水 以降のお申込みはお受けいたしかねます。）

＜＜支支払払いい方方法法＞＞

希望者には「請求書」を郵送いたします。「請求書」に従いお支払いをお願いいたします。

「請求書」ご不要の場合は、申込完了メールに従いお支払いをお願いいたします。

※ 国、地方公共団体、公的機関の方は受講後のお支払いとなります。「請求書」はお申込後順次郵送いたします。

※ 納付された受講料は、特別な理由（開催中止・事故・入院等）以外は原則として返金いたしません。

＜＜申申込込先先／／おお問問合合せせ＞＞
一般財団法人 建築保全センター 試験研修部 押切、杉山
〒 東京都中央区新川

①ご入金確認後、申込ご住所宛てに「資料等」を送付します。（ 月 日（月）～随時発送予定）

②ご登録のメールアドレス宛てに「受講アドレス」を送信します。 月 日（水）頃送信予定

③通信テスト実施。（ 月 日（月） ： ～ ： 配信）

④参加日時になりましたら受講してください。

＜＜ごご注注意意＞＞

・ ウェビナーでの配信となります。カメラ・マイクは不要です。

・初めて をお使いの方は のアカウントを取得してください。 の設定等については にお問合せ

ください。

・視聴については、安定した通信環境が必要です。

・ 推奨環境、サポートされているオペレーティングシステム等については、 ヘルプセンター：

、 及び のシステム要件を参照ください。

＜＜受受講講料料＞＞

会会 員員 ９９ ９９００００円円 （資料、消費税等を含む。テキスト代は含みません。）

非非会会員員 １１１１ ００００００円円 （資料、消費税等を含む。テキスト代は含みません。 ）

※会員とは、以下の機関、団体の職員又は会員をいいます。

・ （一財）建築保全センター賛助会員 ・ 後援、協賛団体の会員 （表ページ下部に記載の団体）

・ 国、地方公共団体、公的機関の職員 ・ 建築仕上げ改修施工管理技術者

＜＜テテキキスストト＞＞

「国の機関の建築物の点検・確認ガイドライン【令和５年版】」 受講者特別価格 ５ ７００円

「施設管理者のための建築物の簡易な劣化判定ハンドブック【令和５年版】」 受講者特別価格 ４ ５００円

※既にお持ちの方は、当日お手元にご用意の上ご参加ください。

受受 講講 料料

申申 込込 方方 法法

配配 信信 日日 まま でで のの 流流 れれ


